
 

2024 年 2 月 8 日  

「富士山大規模噴火降灰対策関連サービス」の提供開始  

 

ＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社（本社：東京都新宿区、代表取締役社長：中嶋  陽

二、以下「ＳＯＭＰＯリスク」）は、２月８日から富士山大規模噴火に伴う首都圏等への降灰

リスクに関する対策支援サービスの提供を開始します。  

1.  背景  

富士山は、直近 5600年で 180回程度、単純平均で 30年に 1度程度の間隔で噴火していることに

なりますが、 1707年の宝永噴火を最後に、 300年超沈黙しています。  

宝永噴火では、大量の火山灰が噴出され、約 100km離れた江戸にも数 cmの降灰があったこと

が確認されています。  

また、宝永地震（南海トラフ）や元禄関東地震（相模トラフ）との関連性も指摘されてお

り、南海トラフの巨大地震や首都直下地震の切迫性が高まるなか、富士山噴火に対する危機感

も高まっています。  

2020年には、内閣府より首都圏における降灰の影響等にかかる被害想定が示され、以降、影

響範囲にある首都圏の自治体、企業等においても対策に向けて積極的な取り組みが増えていま

す。  

このような状況をふまえ、ＳＯＭＰＯリスクでは、これまで一部のお客さまからのご相談に

応じて個別に提供してきた富士山大規模噴火降灰リスク関連サービスを整理し、すべてのお客

さまにご案内することとしました。  

 

＊降灰の影響・被害想定は <別紙１ >をご参照ください。  

2.  サービスの概要  

内容・特徴  

リスク認知、分析・評価、対策・対応のリスクマネジメントの段階（以下、「 RM の段階」）別

に下表のサービスを提供します。  

また、 BCP への反映、訓練の実施等、個別のコンサルティングサービスも引き続き提供して

いきます。  

RM の段階  サービス名  内容・特徴  

リスク認知  ①セミナー  富士山噴火の歴史、降灰による影響等、これから対策

をはじめる方に向け基本的な知識を解説します。  

（所要時間は 1 時間程度、お客さまのご要望に応じて

カスタマイズします。）  

分析・評価  ②ハザード調査  拠点の所在地毎に富士山噴火降灰の堆積厚を整理し

ます。  



 

多店舗チェーンを展開する企業等におけるリスク評

価の負担を軽減します。  

③降灰リスク評価  施設の種類や立地をふまえて、富士山噴火降灰におけ

る当該施設に生じる影響等についてレポートを作成

します。  

対策・対応  ④ STG（災害対応 ゲー

ム）富士山噴火版  

富士山噴火の可能性が高まった際の噴火前～噴火後、

各段階における企業等の初動対応について、ゲーム感

覚で疑似体験できる図上訓練です。  

図上訓練の結果として、噴火警戒レベル毎の実施事項

をまとめた簡易なタイムラインが作成されます。  

本格的な初動対応マニュアルや BCP の検討前に、対応

イメージの概要をつかんでいただくのに有効です。  

（所要時間は 2 時間程度、お客さまのご要望に応じて

カスタマイズします。）  

 

費用・期間（ * 1）  

サービス名  費用  期間  

①セミナー  30 万円～  1 ヶ月～（準備期間）  

②ハザード調査  15 万円～  2 週間～  

③降灰リスク評価  50 万円～  1 ヶ月～  

④ＳＴＧ（災害対応ゲーム）  

富士山噴火版  

40 万円～  1 ヶ月～（準備期間）  

*1 規模や内容等により異なります。  

3.  受注目標  

年間 50 件、 3,000 万円の受注を目指します。  

4.  今後の展開  

本サービスのオンラインシステム化等に向けた検討を進める予定です。 

本サービスの進化を通じて、企業のレジリエンスの向上、ひいては社会の安心・安全・健康の増

進に寄与してまいります。 

ＳＯＭＰＯリスクマネジメントについて  

ＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社は、損害保険ジャパン株式会社を中核とするＳＯＭＰＯホールディ

ングスのグループ会社です。「リスクマネジメント事業」「サイバーセキュリティ事業」「デジタル事業」を展

開し、全社的リスクマネジメント（ ERM）、事業継続（BCM・BCP）、サイバー攻撃対策などのソリューション・サー

ビスを提供しています。  



 

サービス内容に関するお問い合わせ先  

ＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社  リスクマネジメント事業本部  

サービス①、②、④：ＢＣＭコンサルティング部［井上、徳本］  

TEL：  03-3349-4328（直通）  

サービス③：リスクソリューション開発部［金山、内手］  

TEL：  03-3349-4320（直通）  

報道機関の方からのお問い合わせ先  

ＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社   

営業企画部［担当：野本］  

〒 160-0023 東京都新宿区西新宿 1-24-1 エステック情報ビル  

TEL： 03-3349-3500  
 

以上  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

〈別紙１〉想定される降灰による影響について  

内閣府 WG 1によれば、富士山大規模噴火降灰時には、降灰エリアでは以下のような影響が生

じ、影響を受ける人口・資産が最大となるケース 2 の場合、復旧のために必要な徐灰量は、東

日本大震災の災害廃棄物量の約 10 倍に相当するとされている。  

人的被害  

内閣府 WG が想定している降灰が与える人体への影響は、以下のとおり。  

 

・目、鼻、咽、気管支の異常等  

・慢性珪肺症（けいはいしょう）または炎症反応のリスク増加  

・付着による皮膚の炎症  

・心理的ストレス上昇  等  

インフラ・ライフライン被害  

内閣府 WG ではインフラやライフラインへの被害として、以下のとおり想定している。  

 インフラ・ライフライン被害 6 

分類  被害予測  

電気  停電  
発電所の発電能力低下（外気フィルター目詰まり、交換手間）、碍

子での漏電、灰の重みによる電線の切断等  

上下水道  減水・断水  
浄水場の停止、濁度上昇・水質悪化  

下水管の詰まり等  

通信  
電波障害・  

通信障害  

電気設備等の故障、停電や空調困難による電話基地局等の停止  

通信アンテナへの灰付着による通信不良  など  

道路  
走行困難・  

走行停止  
視界不良、タイヤ路地面の摩擦の低下、信号停止、自動車故障等  

鉄道  運休  
レールと車輪の通電不良、信号障害、視界不良、電気設備への影響

等  

航空  空港閉鎖  航空機のエンジン停止予防のための運休、計器類の故障等  

港湾  
停電による  

機能不全  

停電エリアの港湾では、電力で稼働する荷役機械の使用不可（入港

出港は可能）  

船舶が火山灰の影響を受けた事例は少ない  

 

 

 

 

 

 

 

                                                        
1 降灰が与える影響の被害想定項目について，大規模噴火時の広域降灰対策検討ワーキンググループ， htt

ps://www.bousai.go.jp/kazan/kouikikouhaiworking/pdf/20180911siryo3.pdf（アクセス日： 2023 年 12

月 1 日）  

https://www.bousai.go.jp/kazan/kouikikouhaiworking/pdf/20180911siryo3.pdf
https://www.bousai.go.jp/kazan/kouikikouhaiworking/pdf/20180911siryo3.pdf


 

事業所の被害  

降灰時における事業所に想定される被害は、以下のとおり。  

 事業所への被害  

分類  被害予測  

建物  

降灰により、木造建物の損壊・倒壊、倉庫などの支点間の長い屋根の損壊のおそ

れがある。また、RC 造や鉄骨造の建物でも雨どいやひさしが損壊するおそれがあ

る。  

火口から近距離の場合、建物が埋没するおそれがある。  

生産設備  モーターの回転軸に灰が侵入し、損壊のおそれがある。  

受変電設備  端子部分に灰が積もった場合、短絡が生じ、停電のおそれがある。  

非常用発電機  

降 灰 時 に 非常 用 発 電機を 稼 働 さ せた 場 合 、エン ジ ン の シリ ン ダ ー内に 灰 が 侵入

し、発電機を損壊させるおそれがある。  

空冷ファンのフィルターに目詰まりが発生し、エンジンを冷却できず発電機が停

止する。  

空調屋外機  
灰が吸気部分を覆い、空調効率が低下するおそれがある。  

降灰時に運転を継続した場合、機器内に灰が侵入し、損壊のおそれがある。  

外調機  

フィルターに目詰まりが発生し、換気効率が低下する。  

降灰時に稼働を継続した場合、モーターの回転軸に灰が侵入し、損壊のおそれが

ある。  

上水ポンプ  降灰時に稼働を継続した場合、回転軸に灰が侵入し、損壊のおそれがある。  

汚水処理設備  処理槽内に降灰した場合、処理槽の容量が低下し、処理能力が低下する。  

（弊社作成）  

事業継続への影響  

（１）から（３）の影響から想定される事業継続への影響  

・  公共交通機関の運休、道路の交通規制や健康被害への懸念から、大半の従業員が通勤でき

ない。  

・  物流網の機能不全やサプライヤの操業中断により、サプライヤから原材料が確保できな

い。  

・  建物内にも火山灰が吹き込み、建物内への生産設備・情報システムにも動作不良が発生す

る。  

・  電力や上水の供給のほか排水処理も途絶し、生産ができない。  

・  通信障害により、インターネットやイントラネットに接続できない。  

・  簡易建物（テント倉庫、自転車置場  等）が倒壊するおそれがある。  

 

<参考情報 > 

ＳＯＭＰＯリスクのコンサルタントが執筆した調査レポートを公開しています。   

「富士山噴火に伴う降灰の事業への影響と対策  

－首都圏で想定される降灰と影響および企業の取り組みについて－」  

https://image.sompo-rc.co.jp/reports/r252.pdf 

https://image.sompo-rc.co.jp/reports/r252.pdf
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